
平成 27 年度 総合教育会議開催経過 

 

１ 第１回下田市総合教育会議  平成 27 年４月 21 日開催 

 １）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正について 

 ２）下田市総合教育会議設置要綱について 

 ３）（仮称）下田市教育大綱について 

 

２ 第２回下田市総合教育会議  平成 27 年 10 月 27 日開催 

 １）下田市教育大綱（案）について 

 ２）新給食センターについて 

 ３）学校再編について 

    ・下田市立学校再編整備審議会答申説明 ⇒ 基本的には答申を尊重 

      中学校については、段階的１校化、段階を踏まない１校化の手法面で継続協議 

 

３ 第３回下田市総合教育会議  平成 27 年 12 月 17 日開催 

 １）下田市教育大綱（案）について 

・パブリックコメント 11/3～12/2 実施、意見無し ⇒ 大綱決定 

⇒ 教育委員会事務局が、実施計画を策定 

 ２）学校再編について 

   ・学校再編スケジュール（モデルケース）、生徒数の推移説明 ⇒ 教員、保護者の意見聴取 

３）その他 

   ・下田市総合教育会議傍聴要領 ⇒ 承認 

 

４ 第４回下田市総合教育会議  平成 28 年２月 26 日開催 

 １）学校再編について 

   ・学校再編整備のアンケート結果説明 

 ⇒ 教育委員会は、準備会的組織の案、スケジュール案を次回提出 

          他市町のスケジュール調査 

⇒ 事務局（総務課）は、庁内プロジェクトの組織案を次回提出 



 

 

第４回下田市総合教育会議協議経過 

 

 

○分析が必要  

○「どちらともいえない」という意見 

の分析が必須 

●決定１ 

次回会議に分析結果を報告 

○意見１ 

作業部会が必要 

○意見２ 

市長部局にも作業部会が必要 
●決定２ 

 教育委員会事務局は、検討会案及び

スケジュール案を次回会議に提出 

 

●決定３ 

 総務課は、庁内プロジェクト案を 

次回会議に提出 

アンケート結果に関する意見 

○具体的な提案がないと保護者の方々の 

判断は困難（特に通学関係） 

「どちらともいえない」意見が多い。 

  

課題１ 

Ａ 具体案を作成後、説明会を開催する。 

   ・上からの押し付け → 懸念 

Ｂ 説明会を開催し、具体案を作成する。 

   ・具体策無い。→ 懸念 

①検討会、庁内プロジェクト 

方針提案（９月を目途） 

解決策 

○基本的な理念が必要 

 ×単に人数が少ないという理由は駄目 

 ○ある程度の具体策は提示するが、意  

  見を聴く姿勢 

 ○意見を聴き、検討する余地があると

いう姿勢 

●説明方針決定手法 

②教育委員会  → 事前確認 

③総合教育会議 → 協議・調整 

④政策会議   → 意見聴取 

⑤各種説明会（10 月～11 月） 

必要に応じ市議会説明 

総合教育会議 

方針決定 


